様式第１号-１

令和　　年　　月　　日
神戸市長　　　あて


所 　在 　地
事　業　者　名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（業務名）　神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期


参加表明書

上記業務のプロポーザルに関心がありますので、参加表明書を提出して、下記の資料の提供を希望します。
　なお、下記の資格要件について事実と相違ないこと及び秘密の保持に関する事項の取り扱いについて誓約します。

記
（１）直近10年間(平成28年度から令和７年度までの契約)において、元請として博物館、科学館(科学博物館、サイエンスセンター等)や民間施設での展示、体験施設、企業ミュージアムの常設展示で 1、000 ㎡以上の施工(展示物製造等)実績があること。

〇「秘密の保持に関する事項」について
　神戸市が提供する資料については、以下のとおり取り扱います。
（１）上記業務の提案のみに使用し、他の用途には使用しません。
（２）善良なる管理者の注意義務をもって厳重に管理し、情報が申込者及び本業務を達成するために必要な範囲以外に漏えいすることがないようにします。 
（３）複製する場合は必要最低限とし、本業務の提案終了後は裁断等の機密保持措置を講じた上で、速やかに廃棄します。 
（４）万一、外部に流出した場合は、申込者が責任をもって回収するとともに、それにより神戸市又は第三者に生じた一切の損害を直接賠償することを約束します。
（５）提供資料は、本業務の提案準備に必要な範囲において、業務提携先、共同提案予定者又は再委託を予定する事業者等の第三者に開示する場合を除き、申込者以外の者に開示、提供又は漏えいしません。当該第三者に開示する場合は、あらかじめ神戸市の承認を得るとともに、当該第三者に対しても本誓約書と同等の秘密保持義務を課します。
（６）本誓約に違反した場合は、参加資格の取消しその他神戸市が必要と認める措置を受けても異議を申し立てません。


提供資料
・「青少年科学館展示更新計画第３期」
・「青少年科学館改修デザインルール」
・「青少年科学館建築図面一式」
　　　・「情報・宇宙展示項目表」
・「情報・宇宙展示物リスト」
・「情報・宇宙展示室 展開例（参考）」
・「展示協力企業について」
・「特定展示物製作概要仕様書」


（担当者）
所属
氏名
電話
FAX
   e-mail　　

様式第１号-２

参加申込書


（業務名）　神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期


上記業務のプロポーザルに参加したいので、このプロポーザル方式及びその後の委託契約において不正又は不誠実な行為をしないことを誓約し、関係書類を添えて参加申込書を提出します。




令和　　年　　月　　日
神戸市長　　　あて




企業体名
所 在 地
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
代 表 者
役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


























（様式第２号）


共同企業体　認定申請書兼協定書

年	月	日

神 戸 市 長	あて

神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期を行うため下記の協定書のとおり	共同企業体を結成したので、参加資格の認定を受けたく指定の書類を添えて申請します。なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

協定書
(目的)
第１条 当共同企業体は、次の業務を共同連帯して行うことを目的とする。
一  神戸市発注に係る                                   業務 (当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下「委託業務」という。)
二 前号に附帯する業務
(名称)
第２条 当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体(以下「共同企業体」という。)と称する。
(事務所の所在地)
第３条 当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
(成立の時期及び解散の時期)
第４条 当企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、委託業務の委託契約の履行後３ヵ月を経過するまでの間は、解散することができない。
２ 委託業務を受託することができなかったときは、共同企業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
(構成員の住所及び名称)
第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　　所在地　　　　   　　　　　　　　　　商号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　所在地　　　　   　　　　　　　　　　商号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　所在地　　　　   　　　　　　　　　　商号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　所在地　　　　   　　　　　　　　　　商号　　　　　　　　　　　　　　　　
(代表者の名称)
第６条 共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
(代表者権限)
第７条 当企業体の代表者は、委託業務の履行に関し、当企業体を代表して、発注者等と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務委託料(前払金及び部分払金を含む。)の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
２ 構成員は、成果物(契約書に規定する指定部分に係る成果物及び部分引渡しに係る成果物を含む。)等について、契約日以降著作権法(昭和45年法律第48号)第２章及び第３章に規定する著作者の権利が存続する間、当該権利に関し発注者と折衝を行う権利を当企業体の代表である企業に委任するものとする。なお、当企業体の解散後、当企業体の代表者である企業が破産又は解散した場合においては、当該権利に関し発注者と折衝を行う権限を、代表者である企業以外の構成員である一の企業に対しその他の構成員である企業が委任するものとする。
(分担業務)
第８条 各構成員の委託業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
・分担業務　　　　　　　　　　　：商号　　　　　　　　　　　　　　　
・分担業務　　　　　　　　　　　：商号　　　　　　　　　　　　　　　
・分担業務　　　　　　　　　　　：商号　　　　　　　　　　　　　　　
・分担業務　　　　　　　　　　　：商号　　　　　　　　　　　　　　　
・分担業務　　　　　　　　　　　：商号　　　　　　　　　　　　　　　
２ 前項に規定する分担業務の価額(運営委員会で定める)については、別に定めるところによるものとする。
(運営委員会)
第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、委託業務の履行に当たるものとする。
(構成員の責任)
第１０条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を図り、委託契約の履行に関し各分担業務について責任を負うものとする。
(取引金融機関)
第１１条 当企業体の取引金融機関は、　　　　　銀行　　　　　支店とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
(構成員の必要経費の分配)
第１２条 構成員はその分担業務を行うため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。
(共通費用の分担)
第１３条 本業務を行うにつき発生した共通の経費等については、分担業務額の割合により運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。
(構成員相互間の責任の分担)
第１４条 構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。
３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。
(権利義務の譲渡の制限)
第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
(業務途中における構成員の脱退)
第１６条 構成員は、当企業体が委託業務を完了する日までは脱退することはできない。
(業務途中における構成員の破産又は解散に対する処分)
第１７条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、発注者の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び発注者の承認を得て、新たな構成員を当該共同企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が破産又は解散した構成員の分担業務を完了するものとする。
２ 前項の場合においては、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。
(解散後の契約不適合責任)
第１８条 当企業体が解散した後においても、当該業務につき契約内容に適合しないものがあったときは、各構成員は各分担業務についてその責に任ずるものとする。
(協定書に定めのない事項)
第１９条 この協定書に定めのない事項については運営委員会において定めるものとする。

 	外	社は、以上のとおり

 	共同企業体協定を締結したので、その証拠として
この協定書	通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、１通は神戸市に提出し、他は各自所持するものとする。

年	月	日


 	共同企業体


（代表者）	単社使用印鑑
所    在    地           		 商	号　		 代表者又は受任者職氏名   	
ＪV使用印鑑





所    在    地  		 商	号		 代表者又は受任者職氏名   	

単社使用印鑑





所    在    地   		 商	号		 代表者又は受任者職氏名   	

単社使用印鑑





所    在    地 		 商	号		 代表者又は受任者職氏名   	

単社使用印鑑





共同企業体協定書第８条に基づく協定書

神戸市発注に係る下記委託業務については、共同企業体協定書第８条の規定により、当企業体構成員が分担する委託業務の額を次のとおり定める。
ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。


記
委託業務名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務

分担業務額（消費税分及び地方消費税分を含む。）

○○　　　　○○株式会社　　　○○円
分担業務名を記載


○○　　　　○○株式会社　　　○○円


　　　　　　　　　　　社外　　社は、上記のとおり分担額を定めたのでその証拠としてこの協定書 　   　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、1通は神戸市に提出し、他は各自所持するものとする。



年　  月　  日

　　　　　　　                   共同企業体

代表者　 
○○株式会社 代表取締役 ○○○○ 印

○○株式会社 代表取締役 ○○○○ 印


様式第３号　　　　　　　　　　　　　　会社概要
令和　年　月　日現在
	商号又は名称
（営業の種類）
	

	代表者名
	

	所在地
	

	本業務の担当部署
	（担当部署名）
（担当者名）
（所 在 地）
（電話・FAX）
（電子メール）

	設立年月日
	

	資本金
	（令和　年　月　日現在）

	売上高
	（令和　　　年度）

	従業員数
	　　　　　　　　名
　〔内訳〕
・技術者数（一級建築士　　　名、二級建築士　　　名）
　　・学芸員の資格を有するスタッフ数　　　　　　　　名
　　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

	資格・登録等
	· 一級建築士事務所登録の有無：　有　・　無　　
（登録番号：　　　　　　　　　　）
· 環境マネジメントシステム取得の有無：　有　・　無
· その他の資格：　　　　

	事業概要
	


	備　考
	


※商号又は名称の欄には、商業登記法に基づき会社登記する際の「営業の種類」も併せて記載すること。
　共同企業体を構成する場合は、全部の企業が提出すること。※記入不要
登録番号：



様式第４号　類似業務実績確認書（企業体名、代表者または構成員）



	業務実績

	施設名称
（完成年月）
	発　注　者
	受注
形態
	施 設 の 概 要
	設計
業務
完了
年月
	製作
設置
業務
完了
年月

	
	
	
	単独・複合
科学館延床面積
（うち展示室面積）
	
	

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	
	
	
	単独 ・ 複合
㎡ 
（  　　　　　 ㎡）
	年
月
	年
月

	備 考 １．主な類似する業務実績８件以内で記載すること。
　　　２．受注形態の欄には、「単独」、「ＪＶ」の別を記載すること。
３．施設の概要の欄の「単独・複合」は、該当する方を○で囲むこと。
※複合：科学館以外の施設が併設されているもの




※記入不要
登録番号：



様式第５号
誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
神戸市長　あて

神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期参加申込にあたり、実施要領に規定する応募資格を満たし、下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。
１．代表者及び役員に破産者及び禁固以上の刑に処せられている者がいる団体でないこと
２．会社更生法（平成14年法律第154号）及び民事再生法（平成11年法律第225号）等による手続き中である団体でないこと
３．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員が役員又は代表者としてもしくは実質的に経営に関与している団体、役員等が暴力団又は暴力団員に金銭的な援助を行っている団体、その他「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」（平成22年５月市長決定）第５条各号に該当する団体でないこと
４．団体、代表者が国税（法人税、所得税、消費税（地方消費税を含む））又は神戸市税を、滞納又は未申告である団体でないこと
５．地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により、本市から一般競争入札の参加者資格を取り消されている団体でないこと
６．神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止を受けている団体でないこと

後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合、もしくは応募受付後、審査・選定までの間に誓約した内容に違反した場合は、無効又は失格とされても異議を申し立てません。

申請者
企業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者
役職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



※記入不要
登録番号：


様式第６号

現地説明会参加申込書

（業務名）　神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期

上記業務についての現地説明会の参加を申し込みます。

令和　　年　　月　　日
神戸市長　　　あて
企業体名
所 在 地
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
代 表 者
役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	当日の参加者　氏名
	

	当日の参加者　氏名
	

	当日の参加者　氏名
	











※記入不要
登録番号：


様式第７号
令和　　年　　月　　日

質　問　票

神戸市文化スポーツ局　文化交流課　あて

企業体名:
担当者名:
電話番号:
電子メール:
FAX番号:

	【資料名】
	【項目】
	【ページ】
	【質問事項】

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



※記入不要
登録番号：



様式第８号
令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて

住　　所

　　　　　　　　　　　		企業体名

　　　　　　　　　　　　　　　　	代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印


参　加　辞　退　届



（業務名）　　神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期








上記について参加申込書等を提出しましたが､都合により参加を辞退いたします。


理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






登録番号：


【表紙】

神戸市長　あて







神戸市立青少年科学館　展示室等改修業務第３期
提案書












令和　　年　　月　　日


登録番号：


企　画　提　案

	◆30枚以内

1. 「情報の科学」展示室の改修及び展示物の改修、新設（２枚以内）
抽象的な「情報」概念を、多世代が直感的に理解できる体験設計についての提案
来館者が音声・文字・画像などの入力を自ら選択し、ノイズ除去・翻訳・画像認識・音声変換などの処理を自在に組み合わせ、その結果が映像・音・ロボット動作・AR表示などとして出力される一連の体験を通じて、情報の「入力・処理・出力」という基本サイクルと、処理（アルゴリズム）の違いによって結果がどのように変化するかを、言葉だけでなく体感（五感）を通して直感的に理解し、没頭できる展示を提案すること。
通常はブラックボックスになりがちな「処理」の過程を可視化し、来館者が自ら試行錯誤しながら情報処理の仕組みと社会・生活とのつながりを探究できる構成とすること。
また、来館者による投稿型・共創型の展示を行う提案については、不適切なコンテンツの投稿を自動・手動で検閲・監視・制御するモデレーション機能を必ず備えること。
1. 「宇宙と地球」展示室の縦空間の大きさを生かしたダイナミックな（体験）展示の提案（２枚以内）
宇宙展示室の物理的な特徴である「縦空間（天井の高さ）」を最大限に活かし、視覚的・体感的に来館者を惹きつけ、「宇宙をどのように知るのか」という知的探究心を引き出す体験型モニュメント・展示空間を提案。展示室の物理的制約（天井高、床面積・動線）を踏まえた現実的なゾーニング案を示すこと。
1. 変わり続ける先端技術に対応する、低コストな可変型展示の提案（各２枚、計４枚以内）
大規模な工事を伴わずにコンテンツ（ソフトウェア、映像、グラフィックパネル等）を差し替えるだけで、低予算かつ迅速に最新情報へリフレッシュできる「可変型展示システム」を、情報・宇宙の展示室から各１例提案すること。
展示のベースとなる構造（筐体、電気系統、投影システム等のインフラ部分）を共通化・モジュール化する手法や、プラットフォーム型・コンテンツ差し替え型など、有効と思われる手法を検討すること。入れ替えに要する工期・概算費用・必要な作業スタッフのレベル（専門業者の要否）を記載すること。
1. 普遍的な原理を体験する、長期間の運用に耐える展示の提案（長期運用型展示）情報・宇宙の展示室から各１例提案すること。（各２枚、計４枚以内）
特殊な専用品を避け、JIS規格品や汎用制御機器、市販の消耗品を採用すること。現場スタッフが安価・迅速に部品交換や微調整を行える構造を検討すること。想定される部品寿命、現場での復旧手順、交換部品の入手ルート、およびコスト抑制策を具体的に提示すること。
1. 各展示室について、展示空間の全体構成を示す「ゾーニング平面図」と、来館者の体験ストーリーを表現した「イメージパース」を一体的に提出すること。（各２枚、計８枚以内）
（ア）ゾーニング平面図：情報・宇宙展示室それぞれについて各２枚以内（展示ゾーンの配置・動線・主要展示物の位置関係を明示）。来館者の主な動線（推奨ルート）を矢印等で示すこと。
（イ）イメージパース：展示を通じて来館者が「問い」を持ち、思考を深めていく一連のストーリーを表現したイメージパースを、各展示室２枚以内で提出すること。パース内には来館者の行動や気づきの様子（キャプション、人物の動作等）を具体的に描き込むこと。
1. 展示アイテムリストおよび展示項目表との対応・整合性の明示（計８枚以内）
（ア）展示アイテムリスト兼項目対応マトリクス表：提案する全展示アイテムを一覧化し、各アイテムと「情報・宇宙展示項目表」の対応項目を同一の表内に明示すること。展示アイテム番号、展示アイテム名称、設置展示室、対応項目番号、ねらい、展示区分、理解度レベル、更新性、既存活用の列を設けること。
（イ）各提案展示物への「対応フォーマット欄」の設置：提案課題a・b・c・dで提案する具体的な展示物について、対応する展示項目表の項目番号、具現化するねらい、意図する理解度レベルを、企画書a～ｄまたはパース図（e.（イ））の中に記載する「対応フォーマット欄」を設けること。
1. 共用部分（多目的ラウンジ・供用スペース）に関する提案（計２枚以内）
用途を固定化せず、イベント・学習・没頭・休息など多様なシーンに柔軟に対応でき、展示室の専門分野（情報・宇宙など）の境界を越えて横断的な気づきを促す、可変性と魅力度の高い「没頭と休息が融合する空間」を提案すること。共用部分３か所のうちいずれか１か所で提案すること。（場所を明記すること。）




登録番号：

企　画　提　案
h　展示更新にかかる提案額調書及び提案額内訳書

提案額調書


[bookmark: _GoBack]（業務名）神戸市立青少年科学館展示室等改修業務第３期

上記業務について別紙のとおり提案額調書を提出いたします。


　　年　　月　　日Ａ４版で正本のみに添付

神戸市長　　　あて


企業体名
所 在 地
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
代 表 者
役職名
氏  名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




登録番号：



提案額内訳書
h　◆Ａ３版２枚以内で示すこと。登録番号：

	項目
	数量
	積算内訳等

	（記入例）
設計費

製作費


取付工事費


既存展示物撤去費


諸経費



















	
































	


企　画　提　案
i　展示装置の10年間の保守点検、維持管理等のランニングコスト
◆Ａ３版１枚で示すこと。
	項目
	数量
	積算内訳等

	（記入例）
機器更新

保守費



諸経費






















	





























	



登録番号：

事業実施体制及び業務計画
j　本業務の実施体制（担当部署の所在地も併せて記載すること）
◆Ａ３版１枚で示すこと。
	


登録番号：

事業実施体制及び業務計画
k　業務計画表
◆Ａ３版１枚で示すこと。
	本業務は、当該区域の展示室及び共用部分に限り閉鎖して実施するものとし、閉鎖する箇所及び期間を業務計画表に明記すること。




登録番号：

業　務　実　績
l　本業務担当者の経歴　　　　　※副本には提案団体の固有名詞は記載しない
   
◆展示更新業務に関する経歴をＡ３版１枚で示すこと。
	


登録番号：



業　務　実　績
m　類似業務実績
◆様式第３号に記載した業務実績の中から代表的なものを３件以内で選び、図面・写真等を使用して、その設計コンセプト、展示の特徴等を簡潔に記載すること。（それぞれの業務担当者も記載しておくこと）
◆使用する写真等の種類：　施設における展示室の配置図……１点、特徴的写真……必要枚数
◆Ａ３版２枚以内で示すこと。
◆業務内容がわかる契約書の写し等を添付すること。（正本のみ）
	施設名称：

	












	






登録番号：

